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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

第一部 【企業情報】

回次 第126期 第127期 第128期 第129期 第130期

決算年月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月 平成19年11月

営業収益 (千円) 4,820,082 5,085,464 5,316,784 5,306,921 5,649,355

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) △168,765 △54,401 131,067 10,331 121,472

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(千円) △95,357 △66,202 65,987 23,386 △ 83,897

持分法を適用した場合の 
投資損益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 3,455,000 3,455,000 3,455,000 3,455,000 3,455,000

発行済株式総数 (千株) 5,856 5,856 5,856 5,856 5,856

純資産額 (千円) 8,551,226 8,475,828 8,482,468 8,448,300 8,141,042

総資産額 (千円) 12,309,883 12,400,220 12,400,535 12,074,686 12,389,644

１株当たり純資産額 (円) 1,463.36 1,451.79 1,454.65 1,449.57 1,398.26

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

5

(―)

5

(―)

5

(―)

7.5

 (―)

5

  (―)

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
当期純損失(△)

(円) △16.31 △11.33 11.31 4.01 △ 14.40

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 69.5 68.3 68.4 70.0 65.7

自己資本利益率 (％) △ 1.1 △ 0.8 0.8 0.3 △ 1.0

株価収益率 (倍) ― ― 70.7 172.1 ―

配当性向 (％) ― ― 44.2 187.0 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 95,757 231,851 678,675 167,373 402,007

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △83,975 △604,912 △ 30,742 △ 20,946 △ 499,886

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △183,818 336,365 △ 338,948 △ 226,734 253,532

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 346,295 309,599 618,584 538,276 693,930

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
210
(48)

196
(54)

188
(65)

183
(92)

175
(113)



(注) １ 営業収益には、消費税、地方消費税は含まれておりません。 

２ 潜在株式がないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の記載は行っておりません。 

３ 連結財務諸表を作成していないため、最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移の記載は行ってお

りません。 

４ 第126期、第127期及び第130期の株価収益率、及び配当性向については、当期純損失計上のため記載は行っ

ておりません。 

５ 持分法を適用した場合の投資損益については、関連会社がないため記載は行っておりません。 

６ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

  

２ 【沿革】 

大正15年７月  株式会社ホテル、ニューグランドを設立。 

昭和２年12月  ホテル営業を開始。 

昭和11年２月  国際観光興業株式会社所有の富士ニューグランドホテルの経営を委任される。 

昭和20年８月  駐留米軍により全館接収、米軍将校宿舎となる。 

昭和22年10月  国際観光興業株式会社の持株を譲渡、委託経営を返還する。 

昭和25年10月  国際観光ホテル整備法により登録される(ホ第６号)。 

昭和27年６月  駐留米軍により全館接収解除され同年７月１日より自由営業を再開。 

昭和38年２月  東京証券業協会に店頭登録される。 

昭和48年12月  横浜髙島屋特別食堂に出店。 

昭和56年12月  国際観光興業株式会社を吸収合併。 

平成３年７月  新館タワー完成、営業開始、本館改修工事着工。 

平成４年４月  本館改修工事完了、営業開始。 

平成９年12月  新館屋上スカイチャペル増築。 

平成10年11月  ペリー来航の間改装工事完了。 

平成12年７月  グランドアネックス水町(店舗・事務所賃貸ビル)完成。 

平成14年７月  横浜髙島屋特別食堂閉店。 

平成14年10月  横浜髙島屋にホテルニューグランド ザ・カフェを出店。 

   平成15年12月  新館（ニューグランドタワー）客室全面改装工事完了。 

  平成16年４月  本館客室改修改装工事完了。 

  平成16年12月  日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に上場。 

  平成17年６月  そごう横浜店にバー シーガーディアンⅢを出店。 

  平成19年２月  メイン厨房全面改修工事完了。 

  平成19年８月  本館ロビー改修工事完了。 

  

３ 【事業の内容】 

当社は、ホテルニューグランドにおけるホテル及び料飲施設の運営、グランドアネックス水町における

不動産賃貸業、横浜髙島屋及びそごう横浜店内におけるレストランの運営を主な事業内容としており、そ

れらすべてを当社のみで行っております。 

  

４ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  



５ 【従業員の状況】 

(1) 従業員数、平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与 

平成19年11月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の( )内の数字は、外数で臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社には、ホテルニューグランド労働組合（組合員数130名）が組織されており、サービス・ツーリ

ズム産業労働組合連合会に所属しております。 

なお、労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。 

  

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

175（113） 38.03 15.06 5,095



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当年度の経済環境を振り返りますと、景気は企業部門の需要増加を主因とし緩やかながらも回復基調

を維持しました。すなわち輸出は中国をはじめとするアジア向けを中心に引き続き増加し、また、設備

投資は高水準の企業収益を背景に期央には再び増加に転じました。一方、個人消費は家計所得が伸び悩

んだことに加えて、定率減税の廃止などによって住民税の負担が増したことを主因として小幅な伸びに

とどまりました。 

 こうした環境のもと、当社は創業80周年を迎える記念の年ということもあり、メイン厨房の大改修な

どの安全衛生投資を皮切りに、歴史的建造物の本館宴会場やロビーの改装など、営業面での投資も積極

的に行いました。売上は各部門の記念企画商品の積極的実施や広報の強化などにより、順調に増加いた

しました。また、経常利益も投資による経費増を吸収し大幅な伸びとなりました。しかし、最終利益は

役員退職慰労金の引当をはじめ役員退職金の支払いや設備投資に伴う除却損もあり、残念ながら赤字を

計上するにいたりました。 

 当事業年度の売上高は56億49百万円（前事業年度比6.5％増）、営業利益は1億34百万円（同602.1％

増）、経常利益は1億21百万円（同1,075.7％増）であり、役員退職慰労金及び引当金による特別損失の

計上により、当期純損益は83百万円（同1億7百万円減）の損失となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度のキャッシュ・フローについては、営業活動により402,007千円増加し、投資活動により

499,886千円減少し、財務活動により253,532千円増加し、この結果、現金及び現金同等物（以下「資

金」という。）は、155,653千円増加となり、当事業年度末残高は693,930千円（前年同期比28.9％増）

となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業収入が344,664千円増加しましたが、その他の営業支出が127,512千円増加したことなどにより、

前事業年度と比べて資金が234,633千円増加し、営業活動全体として402,007千円の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

有形固定資産の取得による支出が377,504千円増加したことなどにより、前事業年度と比べて資金が

478,939千円減少し、投資活動全体として499,886千円の支出となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

長期借入による収入の200,000千円の増加や、社債の発行による収入が297,600千円増加したことなど

により、前事業年度と比べて資金が480,266千円増加し、財務活動全体として253,532千円の収入となり

ました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 販売実績 

  

 
(注) １ 上記の金額には消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

２ 〔ホテルその他収入〕の主なものは宴会附帯売上、売店売上、駐車場収入等であります。 

  

料金(消費税及び地方消費税・サービス料を含みません) 

ホテル 

 
  そごう横浜店 バー シーガーディアンⅢ 

   食事料金       1,000円より 

  

(2) 飲食材料需給状況 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

  

科目
第130期

(平成18年12月１日～平成19年11月30日) 
(千円)

前年同期比(％)

ホテル料理売上 1,643,202 110.5

ホテル酒飲料売上 457,902 107.5

ホテル宿泊料収入 1,072,428 100.3

ホテルサービス料収入 328,273 106.7

ホテルその他収入 1,904,734 106.8

小計 5,406,542 106.6

髙島屋ホテルニューグランド ザ・カフェ 114,806 106.3

そごう横浜店 バー シーガーディアンⅢ 65,581 102.9

グランドアネックス水町 62,424 99.7

計 5,649,355 106.5

宿泊料金

１人室 12,000円～22,000円

２人室 33,000円～90,000円

特別室 250,000円

食事料金

朝食 1,600円より

昼食 5,000円より

夕食 10,000円より

宴会 8,000円より

髙島屋ホテルニューグランド ザ・カフェ

食事料金 1,000円～1,600円

摘要
期首在庫高
(千円)

当期入手高
(千円)

当期使用高
(千円)

期末在庫高 
(千円)

第129期
(平成17年12月１日

～平成18年11月30日)

食料品 8,533 362,279 362,175 8,637

酒飲料品 21,729 87,692 85,599 23,822

第130期
(平成18年12月１日

～平成19年11月30日)

食料品 8,637 419,929 417,853 10,713

酒飲料品 23,822 90,974 92,050 22,746



３ 【対処すべき課題】 

今後の経済環境を展望いたしますと、景気は米国景気の減速など不安材料を抱え、不透明感を強めて

いくものと見込まれます。企業部門は潤沢なキャッシュフローを背景に、設備投資が増加基調を維持す

ると予想されるものの、原油高、円高による業績への不安がでています。個人消費はガソリンや食品、

日用品など生活に身近な商品の価格上昇が消費者心理の悪化につながるリスクもあり、先行きに影をお

としそうな状況にあるといえます。また、ホテル業界、とりわけ横浜地区ではここ数年間に外資系を含

む複数のシティーホテルの進出が予定され、ホテル間の競争はますます熾烈を極めるものと予想されま

す。 

 このような環境のなか、当社は創業80周年にあたる本年度から新中期経営計画をスタートさせまし

た。この計画では、「積極的投資と収益力の安定」、「ブランド力の強化」、「活性化した組織作り」

の３つを重点課題としております。これらの課題に積極的に取り組むことにより、お客様に安らぎのあ

る空間と、高品質なサービス商品を提供し、横浜を代表するホテルとしての地位を確固たるものとすべ

く努力していきたいと考えています。  

  

４ 【事業等のリスク】 

当社の経営成績は宿泊・レストラン・婚礼においては一般消費者の影響を、また宴会においては企業

業績の動向などの影響を受けやすい他、大規模地震の発生や新たな伝染病など予想を超える事態が生じ

た場合には、当社の経営成績及び財務状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）財政状態 

当事業年度末における資産の部の残高は12,389,644千円（前事業年度末12,074,686千円）となり、

314,958千円増加しました。うち流動資産は1,087,731千円（同895,018千円）と192,712千円増加し、固

定資産は11,300,113千円（同11,179,668千円）と120,445千円増加しました。 

 流動資産増加の主な要因は、記念企画商品の積極的実施や広報の強化により売上が増加し、これに伴

う現金及び預金の増加によるものであり、固定資産増加の主な要因は、厨房改修工事や本館ロビー改修

工事による器具及び備品の増加によるものであります。 

 当事業年度末における負債の部の残高は4,248,601千円（前事業年度末3,626,385千円）となり、

622,216千円増加しました。うち流動負債は2,075,288千円（同1,775,967千円）と299,321千円増加し、

固定負債は2,173,312千円（同1,850,418千円）と322,894千円増加しました。 

 流動負債増加の主な要因は、厨房改修工事や本館ロビー改修工事に伴い社債の発行及び長期借入金を

実施した事により、1年以内に償還する社債や1年以内に返済する長期借入金が増加した事によるもので

あり、固定負債増加の主な要因は、社債の発行及び役員退職慰労引当金の実施によるものであります。

 当事業年度末における純資産の部の残高は8,141,042千円（同8,448,300千円）となり、307,258千円

減少しました。 

 純資産減少の主な要因は、繰越利益剰余金の減少及び土地再評価差額金の減少によるものでありま

す。 

（2）経営成績 

当事業年度の売上高は5,649,355千円（前事業年度比6.5％増）、営業費用は5,515,106千円（同4.3％

増）、営業利益は134,248千円（同602.1％増）、経常利益は121,472千円（同1,075.7％増）、当期純損

益は83,897千円（同107,284千円減）の損失となりました。 

 売上高は順調に増加し、営業利益及び経常利益も投資による経費増を吸収し大幅な伸びとなりました

が、最終利益は役員退職慰労金の引当をはじめ役員退職金の支払いや設備投資に伴う除却損もあり、赤

字を計上するにいたりました。 

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

 当事業年度は総額６億81百万円（うち、資産の取得は４億82百万円）の設備投資を行いました。設備

投資の主なものは、メイン厨房の改修（２億95百万円）、本館ロビー改修（1億48百万円）、本館外壁

塗装・中庭改修（46百万円）、中央監視室設備更新（33百万円）などであります。 

 設備投資の費用は、社債の発行により３億円、銀行借入により２億円の資金調達を行い、残額は自己

資金より充当いたしました。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

平成19年11月30日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は次の通りです。 

  

 
(注) １ 投下資本の金額は有形固定資産の帳簿価額であります。 

２ 従業員数の(  )内の数字は、外数で臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ (  )内の数字は内数で、賃借土地及び建物を示し、その主なものは次項の通りであります。 

事業所
所在地、業務内容、 
主要設備及び収容能力

面積 
(㎡)

投下資本(千円) (人)
従業 
員数土地 土地 建物

建物附属
設備

構築物
機械

及び装置
車両

運搬具
器具

及び備品
合計

ホ
テ 
ル

タ
ワ 
ー
棟

横浜市中区山下町９
番地鉄骨鉄筋コンク
リート造地上18階地
下５階客室202室 
ル、ノルマンディ(レ
ストラン)、ラ、テラ
ス宴会場大１室、結
婚式場、駐車場 87台 
宿泊客収容人員 
              404名 
食事客収容人員 
              116名 
宴会客収容人員  
              300名

1,434 1,710,000 4,144,754 350,463 21,296 - - 150,291 6,376,804

140
(99)

本
館

横浜市中区山下町10
番地鉄骨鉄筋コンク
リート造地上５階 
客室49室 
イル、ジャルディー
ノ (レストラン )、
ザ、カフェ、シーガ
ーディアンⅡ、たん
熊(委託和食堂)、ガ
ンプス、サンドリー
ショップ、リラクゼ
ーションルーム、宴
会 場 大 ２ 室・中 ３
室・小３室 
宿泊客収容人員 74名 
食事客収容人員 
              236名 
宴会客収容人員 
              360名

(3,566)
3,566

- 1,689,576 483,380 14,456 - - 296,647 2,484,060

従
業 
員
棟

地上７階塔屋１階 
従業員用施設 
駐車場施設    42台

282 196,000 59,988 4,728 77 4,801 6,769 5,687 278,051

小
計

(3,566)
5,284

1,906,000 5,894,319 838,572 35,830 4,801 6,769 452,625 9,138,917
140
(99)

髙島屋 
ホテル 
ニュー 
グランド 
ザ・カフ
ェ

横浜市西区 
(横浜髙島屋７階) 
収容人員    57名

- - - 8,013 - - - 545 8,559
3
(3)

そごう横
浜店 バ
ー シー
ガーディ
アンⅢ

横浜市西区 
(そごう横浜店10階）
収容人員       42名 
  
    

- - - - - - - 1,097 1,097
2
(4)

グランド
アネック
ス水町

横浜市中区山下町11
番地 1S造、一部 CFT
造、RC造、地上８階
地下１階塔屋１階、
店舗、事務所、組合
事務所、従業員食堂 
駐車場施設    36台

629 442,000
〔219,228〕

578,145
〔42,264〕
111,458

〔2,313〕
6,100

〔25,131〕
66,277

-
〔1,921〕

5,066
〔290,858〕
1,209,047

30
(7)

その他 横浜市中区、西区 2,133 631,559
〔14,874〕

14,874
- 772 - - -

〔14,874〕
647,206

-

合計
(3,566)
8,047 2,979,559

〔234,102〕
6,487,339

〔42,264〕
958,044

〔2,313〕
42,702

〔25,131〕
71,079

6,769
〔1,921〕
459,334

〔305,733〕
11,004,828

175
(113)



  

  

 
(注) ※１ 土地及び建物の月額賃借料合計6,437千円 

  

４ 〔 〕内の数字は内数で、賃貸物件を示し、その主な貸与先は、次のとおりです。 

 
５ リース契約による主な賃借設備は下記のとおりです。 

  

 
  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

重要な設備の改修として、防災センターの防災設備の更新などの安全衛生・防犯強化投資に140百万

円、また宴会場及びレストランの改修などの営業力増進投資に100百万円を予定しております。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

区分 所在地
賃借面積
(㎡ )

月額賃借料
(税込)

契約期間 所有者

土地

 ホテル本館敷地 横浜市中区 3,566.88 ※１
平成17年４月１日

～平成20年３月31日
横浜市

建物

 ホテル本館 横浜市中区 延 7,285.37 ※１
平成17年４月１日

～平成20年３月31日
横浜市

グランドアネックス水町 原地所㈱

㈱エンドウ

山王総合㈱

㈱フォトエクボ

㈱ムサコレクション

㈱東衣装店

その他 横浜関内駅前ビル㈱

名称 台数 リース期間
年間リース料

(千円)
リース契約 
残高(千円)

ホスト・コンピューター 1台 平成15年２月～平成20年２月 1,721 286



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 株式分割(無償交付、１：1.1) 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 23,000,000

計 23,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年11月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年２月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,856,400 5,856,400 ジャスダック証券取引所 ―

計 5,856,400 5,856,400 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成４年１月20日 532,400 5,856,400 ― 3,455,000 ― 3,363,010



(5) 【所有者別状況】 

平成19年11月30日現在 

 
(注) 1.自己株式34,126株は、「個人その他」に34単元、「単元未満株式の状況」に126株含まれており、株主名簿 

 記載上の株式数と期末現在の実質的な所有株式数は同一であります。 

2.上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が1単元含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年11月30日現在 

 
(注)  所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関
金融商品 
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

0 7 4 91 1 4 609 716 -

所有株式数 
(単元)

0 605 31 2,687 0 34 2,392 5,749 107,400

所有株式数 
の割合(％)

0 10.53 0.54 46.74 0 0.59 41.61 100 -

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

原   範 行 横浜市中区 431 7.36

榊 原 三 郎 横浜市中区 322 5.49

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい3-1-1 285 4.87

清水建設株式会社 東京都港区芝浦1-2-3 235 4.01

東日本旅客鉄道株式会社 東京都渋谷区代々木2-2-2 219 3.73

野 村 弘 光 横浜市中区 216 3.69

麒麟麦酒株式会社 東京都中央区新川2-10-1 165 2.81

上野興産株式会社 横浜市中区山下町46 164 2.80

セコム株式会社 東京都渋谷区神宮前1-5-1 160 2.73

株式会社髙島屋 東京都中央区日本橋2-4-1 145 2.47

計 ― 2,343 40.01



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年11月30日現在 

 
(注) 1.「単元未満株式」の中には当社所有の自己株式126株が含まれております。 

      2.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。 

  なお、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数1個が含まれておりませ 

  ん。 

       

② 【自己株式等】 

平成19年11月30日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式普通株式 34,000

完全議決権株式(その他)
普通株式

5,715,000
5,714 同上

単元未満株式 普通株式 107,400 ― 同上

発行済株式総数 5,856,400 ― ―

総株主の議決権 ― 5,714 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社 
ホテル、ニューグランド

横浜市中区山下町10 34,000 - 34,000 0.58

計 ― 34,000 - 34,000 0.58



２ 【自己株式の取得等の状況】 

   【株式の種類等】 
  会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 
（注）当期間における取得自己株式には、平成20年2月1日からこの有価証券報告者提出日までの単元 

   未満株式の買取による株式数は含まれておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
（注）当期間における保有自己株式数には、平成20年2月1日からこの有価証券報告者提出日までの単元 

   未満株式の買取による株式数は含まれておりません。 

  

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 5,869 4,122

当期間における取得自己株式 610 420

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

- - - -

消却の処分を行った取得自己株式 - - - -

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

- - - -

その他 - - - -

保有自己株式数 34,126 - 34,736 -



３ 【配当政策】 

当社は、株主への還元を第一として、配当原資確保のための収益力を強化し、継続的かつ安定的な配当

を行うことを基本方針としております。 

 当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、株主総

会であります。 

 当事業年度の剰余金の配当につきましては、継続的な安定配当の基本方針のもと、１株当たり５円とし

ております。 

 なお、取締役会を決定機関とする中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。  

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降はジ

ャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。 

  

決議年月日
配当金の総額 1株当たり配当額

（千円） （円）

平成20年2月28日
29,111 5

定時株主総会決議

回次 第126期 第127期 第128期 第129期 第130期

決算年月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月 平成19年11月

最高(円) 385 445 845 911 780

最低(円) 195 301 405 670 509

月別 平成19年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高(円) 700 780 721 759 758 779

最低(円) 509 626 671 680 679 687



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
取締役会長

原   範 行 昭和４年１月14日生

昭和28年４月 日産自動車株式会社入社

(注)2 431

昭和46年５月 原地所株式会社代表取締役社長

(現)

昭和54年２月 当社取締役

昭和58年８月 当社代表取締役社長

平成３年６月 株式会社横浜グランドインターコ

ンチネンタルホテル代表取締役会

長

平成15年２月 当社代表取締役会長(現)

平成15年3月 株式会社横浜グランドインターコ

ンチネンタルホテル名誉会長

（現）

代表取締役 
取締役社長

松 崎   広 昭和19年１月22日生

昭和43年４月 株式会社横浜銀行入行

(注)2 21

平成６年６月 同行取締役営業統括部長

平成８年６月 同行常務取締役営業統括部長

平成11年４月 同行常務取締役総合企画部長

平成11年10月 同行常務取締役

平成12年４月 同行取締役専務執行役員営業本部

長

平成15年２月 当社代表取締役社長(現)

常務取締役
営業部門 
統括 

総支配人
吉 田 一 継 昭和25年１月４日生

昭和47年3月 株式会社帝国ホテル入社

(注)2 2

平成4年12月 同社営業部次長

平成10年6月 同社営業企画室長

平成12年6月 同社レストラン部長

平成15年8月 同社宿泊部長

平成17年2月 当社入社 顧問

平成17年2月 当社常務取締役総支配人（現）

常務取締役
管理部門 
統括

里 見 辰 彦 昭和27年１月28日生

昭和45年３月 

平成９年３月 

平成12年２月 

平成13年２月 

平成14年３月 

平成16年６月 

 

平成19年２月

当社入社 

当社業務推進部部長代理 

当社営業推進部長 

当社取締役営業推進部長 

当社取締役宿泊部長 

当社取締役副総支配人、営業推進

部長 

当社常務取締役（現）

(注)2 1

取締役 野 村 弘 光 昭和７年10月７日生

昭和30年４月 株式会社横浜銀行入行

(注)2 216
昭和51年６月 原地所株式会社取締役総務部長

昭和54年２月 当社取締役(現)

平成３年４月 原地所株式会社常務取締役(現)

取締役 上 野   孝 昭和19年12月10日生

昭和42年４月

昭和47年１月

昭和50年５月 

 

 

昭和62年６月

平成12年12月

平成15年２月

平成18年11月

合名会社上野運輸商会入社

同社代表社員副社長

株式会社上野運輸商会(現上野ト

ランステック株式会社)代表取締

役副社長

同社代表取締役社長

同社代表取締役ＣＥＯ（現）

当社取締役(現)

横浜商工会議所会頭

(注)2 ―

取締役 佐々木 信幸 昭和23年２月８日生

昭和47年４月 

昭和62年４月 

平成６年12月 

平成12年６月 

平成15年６月 

平成17年６月 

平成18年２月

日本国有鉄道入社 

東日本旅客鉄道株式会社入社 

同社広報部長 

同社取締役人事部長 

同社常務取締役 

同社代表取締役副社長（現） 

当社取締役（現）

(注)2 ―



  
役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役 西 川 律 夫 昭和15年4月20日生

昭和35年12月 横浜市入庁

(注)2 ―

平成５年５月 同総務局理事（行政部長）

平成５年９月 同横浜市保土ヶ谷区長

平成７年６月 同横浜市会事務局長

平成14年６月 株式会社横浜国際平和会議場専務

取締役

平成18年６月 同社退任

平成19年２月 当社取締役（現）

取締役 調理部長 宇 佐 神  茂 昭和27年1月26日生

昭和48年２月 当社入社

(注)2 3
平成12年８月 当社調理部長代理

平成16年４月 当社調理部長

平成19年２月 当社取締役調理部長（現）

取締役
執行役員 
宴会部長

佐 野   剛 昭和25年8月27日生

昭和48年６月 当社入社

(注)2 1

平成元年11月 当社販売促進課長

平成14年３月 当社宴会部長

平成19年３月 当社執行役員宴会部長

平成20年２月 当社取締役兼執行役員宴会部長

（現）

取締役 経理部長 岸   晴 記 昭和28年12月19日生

平成元年10月 当社入社

(注)2 1
平成６年３月 当社経理課長

平成９年３月 当社経理部長

平成20年２月 当社取締役経理部長（現）

常勤監査役 小 島 偉 義 昭和13年３月11日生

昭和60年７月 日本郵船株式会社人事部副部長

(注)3 15

昭和63年７月 当社入社

昭和63年10月 当社総務部長

平成３年２月 当社取締役総務部長

平成５年２月 当社常務取締役総務部長

平成９年２月 

平成13年２月 

平成19年２月

当社専務取締役 

当社代表取締役専務 

当社常勤監査役（現）

監査役 勝   治 信 昭和７年５月29日生

昭和32年10月 横浜エレベータ株式会社代表取締

役社長

(注)3 ―

平成５年６月 同社代表取締役会長

平成５年11月 帝蚕倉庫株式会社代表取締役会長

平成７年６月 同社代表取締役社長

平成10年２月 当社監査役(現)

平成19年６月 横浜エレベータ株式会社名誉会長

（現）

平成19年６月 帝蚕倉庫株式会社取締役相談役

（現）

監査役 野 村 哲 也 昭和13年12月17日生

昭和36年４月 清水建設株式会社入社

(注)3 ―

平成３年６月 同社取締役九州支店長

平成６年６月 同社常務取締役東京支店長

平成９年６月 同社専務取締役東京支店長

平成10年６月 同社代表取締役副社長東京支店長

平成11年４月 同社代表取締役社長

平成12年２月 当社監査役(現)

平成19年６月 清水建設株式会社代表取締役会長

（現）

監査役 卯之木   昭 昭和６年１月26日生

昭和58年１月 株式会社第一勧業銀行(現株式会

社みずほ銀行)常務取締役

(注)3 ―

昭和61年７月 

昭和62年５月 

平成元年９月 

平成３年６月

株式会社西武百貨店常務取締役 

同社代表取締役専務 

同社代表取締役副会長 

株式会社横浜グランドインターコ

ンチネンタルホテル代表取締役社

長

平成13年３月 

平成15年２月

同社代表取締役副会長 

当社監査役(現)

計 692



（注）１ 監査役 勝 治信、野村哲也及び卯之木 昭の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であり 

   ます。 

   ２ 取締役の任期は、平成18年11月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年11月期に係る定時株主総会 

   終結の時までであります。なお、佐野 剛及び岸 晴記は平成19年11月期に係る定時株主総会終結の時 

   から平成20年11月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

 ３ 監査役の任期は、平成19年11月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年11月期に係る定時株主総会 

   終結の時までであります。なお、野村哲也及び卯之木 昭の両氏は平成18年11月期に係る定時株主総会 

   終結の時から平成22年11月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

  



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

※ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社では、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要課題と認識し、法令順守はもとより、経営の

透明性と公平性の確保および効率的な経営を行い、社会的責任を果たすとともに、株主その他のス

テークホルダーとの間で、良き協力と円滑な関係を保ちつつ、健全な企業経営の維持、向上を目的

としております。 

  

(１) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

  取締役会は平成19年11月現在社内取締役6名、社外取締役3名の合計9名で構成されております。

社外取締役の比率が高く、定例の取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令

で定められた事項や経営に関する重要事項を決定すると共に、経営の監督機能の強化に努めて

おります。 

また、常勤の社内取締役で原則として週1回会議を開催し、迅速な意思決定に努めております。

② 会社の機関・内部統制システムの関係は次のとおりであります。 

③ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関

係の概要 

当社の社外取締役である佐々木 信幸氏は、東日本旅客鉄道株式会社の代表取締役であり、当

社は同社と競業取引関係にあります。 

当社の社外監査役である勝 治信氏は横浜エレベータ株式会社名誉会長であり、同社は当社株

式を1.28％保有しており、当社と同社の間においては設備関係で取引があります。 

また、当社の社外監査役である野村 哲也氏は清水建設株式会社代表取締役会長であり、同社

は当社株式を4.01％保有しており、当社と同社の間においては施設、設備関係で取引がありま

す。 



④ 内部管理体制の整備状況・運用状況 

当社の内部管理体制は、組織上の部門を単位として管理が行われております。営業部門とし 

て宿泊部、宴会部、レストラン部、営業企画室、セールス部が、調理部門として調理部が、ま

た管理部門として総務部、施設部、経理部、購買部が設置されております。適正な内部統制シ

ステムの要素として重要な情報伝達については、常勤役員会（毎週1回）、社内役員・部長会

（毎月1回）、部長会（毎週1回）、課長会（毎月1回）が開催され、情報の共有化と業務の効率

化や改善策の提案・決定が行われております。 

⑤ 監査役監査の状況 

常勤監査役は原則として毎週1回開催される常勤役員会、毎月1回開催される社内役員・部長会

その他の重要な会議に出席し、重要な事項については、監査法人と連携して監査を実施してお

ります。 

また、監査役会においては、監査法人より定期的に監査結果の報告その他重要事項の報告がな

されております。 

⑥ 会計監査の状況（業務を執行した公認会計士の氏名等、監査業務に係る補助者の構成） 

  当社の会計監査人であります、みすず監査法人は平成19年7月31日をもって法人を解散したこ 

 とから、当事業年度の会計監査については、金融商品取引法に基づく監査のうち、半期報告 

 書の監査をみすず監査法人、有価証券報告書の監査を新日本監査法人に委嘱しています。両 

 監査法人及び当社監査に従事する両監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関 

 係はありません。当社は監査法人との間で、会社法監査と金融商品取引法監査についてそ 

 れぞれ監査契約を締結し、それに基づき報酬を支払っております。当事業年度において業務 

 を執行した公認会計士の氏名、会計監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりでありま 

 す。 

  みすず監査法人 

   （イ）業務を執行した公認会計士の氏名 

      指定社員 業務執行社員：佐藤昭雄氏、鈴木義則氏 

   （ロ）会計監査業務に係る補助者の構成 

      公認会計士 5名 会計士補 1名 

  新日本監査法人 

   （イ）業務を執行した公認会計士の氏名 

      指定社員 業務執行社員：佐藤昭雄氏、鈴木義則氏 

   （ロ）会計監査業務に係る補助者の構成 

      公認会計士 5名 会計士補 2名 その他 2名 

（注）継続監査年数は、7年を超えておりませんので記載をしておりません。  

  



(２) リスク管理体制の整備状況 

   ホテルオペレーションに伴う各種のリスクについて、常勤取締役の下に防災・防火・安全衛生・ 

   個人情報保護・顧客クレーム・情報システム・食品安全衛生を専管する委員会を設置して対応し 

   ております。なお、新たに生じたリスクについては、対応する組織及び責任者を定め、速やかに 

   対応することとしております。 

   リスクの管理体制について継続的な改善活動を行うとともに、定着を図るための研修等を適宜実 

    施しております。また、各委員会は、当該部署のリスク管理体制について監査を行い、是正、改 

   善の必要がある場合には、速やかに対策を講じるものとしております。 

  

(３) 役員報酬の内容 

  取締役の年間報酬総額      67,196千円（うち社外取締役 600千円） 

  監査役の年間報酬総額       8,706千円（うち社外監査役 600千円） 

  

(４) 監査報酬の内容 

 公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条第1項に規定する業務に基づく報酬は6,500千円であ

ります。 

なお、平成19年7月31日をもって、みすず監査法人が業務を終了したため、同日付で当社の会計監

査人を辞任しておりますが、上記の報酬等の額には、同法人への報酬も含まれております。 

  

(５) 取締役の員数 

   当社の取締役は、15名以内とする旨を定款に定めております。 

  

(６) 取締役の選任の決議要件 

   当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以 

   上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、 

   取締役の選任決議は累積投票によらない旨も定款に定めております。 

  

(７) 株主総会決議事項を取締役会で決議できる事項及びその理由 

   中間配当 

   当社は、株主への継続的な安定配当を基本方針として、会社法第454条第５項の規定により、毎年 

    ５月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対して、取締役会の 

     決議によって中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

  

(８) 株主総会の特別決議要件 

   当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使すること 

   ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっ 

     て行う旨を定款に定めております。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年12月1日から平成18年11月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成18年12月1日から平成19年11月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成17年12月１日から平成18年11月30日

まで)の財務諸表についてはみすず監査法人により監査を受けております。また、金融商品取引法第193条

の２第１項の規定に基づき、当事業年度(平成18年12月１日から平成19年11月30日まで)の財務諸表につい

て、新日本監査法人により監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

        前事業年度     みすず監査法人 

        当事業年度     新日本監査法人    

  

３ 連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。 

  

１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 

前事業年度
(平成18年11月30日)

当事業年度 
(平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 538,276 693,930

 ２ 売掛金 227,604 261,238

 ３ 貯蔵品 64,845 58,363

 ４ 前払費用 20,736 24,394

 ５ 繰延税金資産 20,373 22,499

 ６ その他 24,021 27,493

 ７ 貸倒引当金 △ 840 △ 190

   流動資産合計 895,018 7.4 1,087,731 8.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1)建物 9,022,720 9,117,458

    減価償却累計額 2,457,422 6,565,298 2,630,119 6,487,339

  (2)建物附属設備 4,371,963 4,440,206

    減価償却累計額 3,430,633 941,330 3,482,162 958,044

  (3)構築物 146,814 146,814

    減価償却累計額 100,379 46,434 104,111 42,702

  (4)機械及び装置 214,379 214,379

    減価償却累計額 136,198 78,180 143,300 71,079

  (5)車両運搬具 7,443 10,594

    減価償却累計額 6,375 1,068 3,825 6,769

  (6)器具及び備品 1,321,237 1,556,395

    減価償却累計額 1,044,538 276,699 1,097,060 459,334

  (7)土地 2,979,559 2,979,559

   有形固定資産合計 10,888,571 90.2 11,004,828 88.8

 ２ 無形固定資産

  (1)借地権 42,961 42,961

  (2)ソフトウェア 5,195 5,709

  (3)その他 3,282 11,097

   無形固定資産合計 51,439 0.4 59,768 0.5

 ３ 投資その他の資産

  (1)投資有価証券 181,105 179,883

  (2)長期前払費用 1,193 -

  (3)その他 57,358 55,632

   投資その他の資産合計 239,657 2.0 235,515 1.9

   固定資産合計 11,179,668 92.6 11,300,113 91.2

Ⅲ 繰延資産

 １ 社債発行費 - 1,800

   繰延資産合計 - - 1,800 0.0

   資産合計 12,074,686 100.0 12,389,644 100.0

 



前事業年度
(平成18年11月30日)

当事業年度 
(平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 394,788 444,818

 ２ 短期借入金 550,000 550,000

 ３ １年以内に償還する 
   社債

- 96,000

 ４ １年以内に返済予定の 
   長期借入金

117,500 177,000

 ５ 未払金 248,664 210,549

 ６ 未払法人税等 40,000 53,900

 ７ 未払消費税等 2,363 7,173

 ８ 未払事業所税 15,798 15,890

 ９ 未払費用 257,320 317,731

 10 前受金 142,068 194,701

 11 預り金 7,463 7,524

   流動負債合計 1,775,967 14.7 2,075,288 16.8

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 - 156,000

 ２ 長期借入金 110,000 99,500

 ３ 退職給付引当金 580,506 573,025

 ４ 役員退職慰労引当金 - 98,749

 ５ 営業預り保証金 364,906 294,506

 ６ 繰延税金負債 296,324 278,816

 ７ 再評価に係る繰延税金 
   負債

※１ 494,302 668,704

 ８ その他 4,378 4,010

   固定負債合計 1,850,418 15.3 2,173,312 17.5

   負債合計 3,626,385 30.0 4,248,601 34.3



前事業年度
(平成18年11月30日)

当事業年度 
(平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 3,455,000 28.6 3,455,000 27.9

 ２ 資本剰余金

    資本準備金 3,363,010 3,363,010

    資本剰余金合計 3,363,010 27.9 3,363,010 27.1

 ３ 利益剰余金

  (1)利益準備金 66,144 66,144

  (2)その他利益剰余金

    買換資産圧縮積立金 804,404 775,253

    繰越利益剰余金 164,771 66,315

    利益剰余金合計 1,035,320 8.6 907,712 7.3

 ４ 自己株式 △13,546 △0.1 △ 17,669 △ 0.1

   株主資本合計 7,839,784 64.9 7,708,053 62.2

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

2,798 0.0 1,673 0.0

 ２ 土地再評価差額金 ※１ 605,718 5.0 431,316 3.5

   評価・換算差額等合計 608,516 5.0 432,989 3.5

   純資産合計 8,448,300 70.0 8,141,042 65.7

   負債・純資産合計 12,074,686 100.0 12,389,644 100.0



② 【損益計算書】 

  

 

前事業年度
(自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日)

当事業年度 
(自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益

 １ 料理売上金 1,607,132 1,770,029

 ２ 酒飲料売上金 473,517 505,896

 ３ 宿泊料収入 1,069,341 1,072,428

 ４ サービス料収入 307,741 328,273

 ５ その他の収入 1,849,188 5,306,921 100.0 1,972,726 5,649,355 100.0

Ⅱ 営業費用

 １ 料飲材料費 430,591 474,351

 ２ その他材料費 1,236,899 1,323,275

 ３ 人件費 ※１ 1,459,550 1,483,196

 ４ 福利厚生費 166,569 168,279

 ５ 退職給付費用 140,995 120,847

 ６ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

- 9,633

 ７ 販売手数料 235,462 256,412

 ８ 業務委託費 282,499 289,708

 ９ 貸倒引当金繰入額 157 -

 10 水道光熱費 245,002 253,613

 11 不動産賃借料 80,376 80,376

 12 租税公課 92,551 93,652

 13 消耗品費 129,322 150,834

 14 減価償却費 407,586 359,205

 15 その他 380,235 5,287,800 99.6 451,721 5,515,106 97.6

   営業利益 19,120 0.4 134,248 2.4

Ⅲ 営業外収益

 １ 受取利息・配当金 1,385 2,200

 ２ 金利スワップ評価益 1,886 367

 ３ 受取保険金 852 648

 ４ その他 ※２ 444 4,567 0.1 939 4,156 0.1

 



 
  

前事業年度
(自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日)

当事業年度 
(自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外費用

 １ 社債利息 - 2,390

 ２ 支払利息 13,356 13,941

 ３ その他 - 13,356 0.3 600 16,932 0.3

   経常利益 10,331 0.2 121,472 2.2

Ⅴ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 73,992 -

 ２ 投資有価証券清算益 - 1,843

 ３ 固定資産売却益 ※３ - 530

 ４ 固定資産受贈益 11,045 -

 ５ 前期損益修正益 2,907 87,946 1.7 - 2,373 0.0

Ⅵ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※４ 28,889 38,505

 ２ 役員退職慰労金 - 53,574

 ３ 過年度役員退職慰労引当 
   金繰入額

- 89,116

 ４ 減損損失 ※５ 11,045 39,934 0.8 - 181,195 3.2

   税引前当期純利益又は 
   税引前当期純損失（△）

58,343 1.1 △ 57,348 △ 1.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

74,364 45,413

   法人税等調整額 △ 39,407 34,957 0.7 △ 18,864 26,548 0.5

   当期純利益又は 
   当期純損失（△）

23,386 0.4 △ 83,897 △ 1.5



③ 【株主資本等変動計算書】 

前事業年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成17年11月30日残高(千円) 3,455,000 3,363,010 3,363,010

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計(千円) - - -

平成18年11月30日残高(千円) 3,455,000 3,363,010 3,363,010

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計買換資産圧縮積

立金
繰越利益剰余金

平成17年11月30日残高(千円) 66,144 862,708 123,975 1,052,828 △ 11,198 7,859,639

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 - - △29,156 △29,156 - △29,156

 当期純利益 - - 23,386 23,386 - 23,386

 買換資産圧縮積立金の取崩 - △58,303  58,303 - - -

 自己株式の取得 - - - - △2,347 △2,347

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額）
- - △11,737 △11,737 - △11,737

事業年度中の変動額合計(千円) - △58,303 40,796 △17,507 △2,347 △19,855

平成18年11月30日残高(千円) 66,144 804,404 164,771 1,035,320 △13,546 7,839,784

評価・換算差額等

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

土地再評価 

差額金

評価・換算 

差額等合計

平成17年11月30日残高(千円) 33,502 589,326 622,828 8,482,468

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 - - - △29,156

 当期純利益 - - - 23,386

 買換資産圧縮積立金の取崩 - - - -

 自己株式の取得 - - - △2,347

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
△30,703 16,391 △14,311 △26,049

事業年度中の変動額合計(千円) △30,703 16,391 △14,311 △34,167

平成18年11月30日残高(千円) 2,798 605,718 608,516 8,448,300



当事業年度(自 平成18年12月１日 至 平成19年11月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年11月30日残高(千円) 3,455,000 3,363,010 3,363,010

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計(千円) - - -

平成19年11月30日残高(千円) 3,455,000 3,363,010 3,363,010

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計買換資産圧縮積

立金
繰越利益剰余金

平成18年11月30日残高(千円) 66,144 804,404 164,771 1,035,320 △ 13,546 7,839,784

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 - - △ 43,711 △ 43,711 - △ 43,711

 当期純損失 - - △ 83,897 △ 83,897 - △ 83,897

 買換資産圧縮積立金の取崩 - △ 29,151 29,151 - - -

 自己株式の取得 - - - - △ 4,122 △ 4,122

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額）
- - - - - -

事業年度中の変動額合計(千円) - △ 29,151 △ 98,456 △ 127,608 △ 4,122 △ 131,731

平成19年11月30日残高(千円) 66,144 775,253 66,315 907,712 △ 17,669 7,708,053

評価・換算差額等

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

土地再評価 

差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年11月30日残高(千円) 2,798 605,718 608,516 8,448,300

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 - - - △ 43,711

 当期純損失 - - - △ 83,897

 買換資産圧縮積立金の取崩 - - - -

 自己株式の取得 - - - △ 4,122

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
△ 1,125 △ 174,401 △ 175,526 △ 175,526

事業年度中の変動額合計(千円) △ 1,125 △ 174,401 △ 175,526 △ 307,258

平成19年11月30日残高(千円) 1,673 431,316 432,989 8,141,042



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

 

  

前事業年度
(自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日)

当事業年度 
(自 平成18年12月１日 
至 平成19年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 営業収入 5,387,160 5,731,824

 ２ 原材料又は商品の仕入れによる支出 △1,760,370 △ 1,848,004

 ３ 人件費の支出 △1,706,025 △ 1,766,471

 ４ その他の営業支出 △1,543,769 △ 1,671,282

    小計 376,994 446,066

 ５ 利息及び配当金の受取額 1,385 2,200

 ６ 利息の支払額 △12,737 △ 15,321

 ７ 法人税等の支払額 △198,269 △ 30,938

   営業活動によるキャッシュ・フロー 167,373 402,007

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 △113,366 △ 490,871

 ２ 有形固定資産の売却による収入 - 642

 ３ 無形固定資産の取得による支出 - △ 10,815

 ４ 投資有価証券の取得による支出 △99,068 △ 675

 ５ 投資有価証券の売却等による収入 188,740 1,832

 ６ その他 2,748 -

   投資活動によるキャッシュ・フロー △20,946 △ 499,886

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入れによる収入 320,000 700,000

 ２ 短期借入金の返済による支出 △320,000 △ 700,000

 ３ 長期借入れによる収入 - 200,000

 ４ 長期借入金の返済による支出 △196,500 △ 151,000

 ５ 社債の発行による収入 - 297,600

 ６ 社債の償還による支出 - △ 48,000

 ７ 配当金の支払額 △29,156 △ 43,711

 ８ その他 △1,077 △ 1,356

   財務活動によるキャッシュ・フロー △226,734 253,532

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △80,307 155,653

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 618,584 538,276

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 538,276 693,930



重要な会計方針 

  

項目
前事業年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法)

(1) 満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法)

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

   期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は,全部純資産直

入法により処理し、売却原価

は,移動平均法により算定)

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

同左

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法

  時価のないもの

同左

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法

時価法 同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

移動平均法による原価法 同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定額法

  耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

  なお、建物については、平成10年

度の法人税法の改正により耐用年

数の短縮が行われておりますが、

改正前の耐用年数を継続して適用

しております。

(1) 有形固定資産

  平成19年3月31日以前に取得した

もの

旧定額法

  平成19年4月1日以降に取得したも

の

定額法

  耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

  なお、建物については、平成10年

度の法人税法の改正により耐用年

数の短縮が行われておりますが、

改正前の耐用年数を継続して適用

しております。

（会計方針の変更） 

平成19年度の法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法律 平成19年

3月30日 法律第6号)及び(法人税法施

行令の一部を改正する政令 平成19年

3月30日 政令第83号))に伴い、平成

19年4月1日以降に取得したものについ

ては、改正後の法人税法に基づく方法

に変更しております。これによる損益

への影響は軽微であります。

(2) 無形固定資産

定額法

  耐用年数については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっ

ております。

  なお、自社利用ソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

均等償却

(3) 長期前払費用

同左

５ 繰延税金資産の処理方法 (1) 社債発行費
-

(1) 社債発行費

 社債の償還までの期間にわたる定額

法



項目
前事業年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

６ 引当金の計上基準 貸倒引当金

 期末現在に有する債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

貸倒引当金

同左

退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の

見込額に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められる額を

計上しております。なお、会計基準

変更時差異(889,469千円)について

は、15年による按分額を費用処理し

ております。

退職給付引当金

同左



 

項目
前事業年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

- 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

（会計方針の変更） 

役員退職慰労金は、従来支出時の費用

として処理しておりましたが、当事業

年度より内規に基づく期末要支給額を

役員退職慰労引当金として計上する方

法に変更しております。 

この変更は、近年役員退職慰労引当金

の計上が会計慣行として定着してきた

ことを踏まえ、当社においても将来の

支出時における一時的負担の増大を避

け、役員退職慰労金を役員の在任期間

にわたり費用配分することが期間損益

の適正化及び財務体質の健全化に資す

ると判断したこと、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第4号）

の適用により、役員に係る報酬等につ

いて引当金計上を含めた費用処理が必

要と考えられること、「租税特別措置

法上の準備金及び特別法上の引当金又

は準備金並びに役員退職慰労引当金等

に関する監査上の取扱い」（監査・保

証実務委員会報告第42号）が公表され

たこと、に伴うものであります。 

この変更に伴い、従来の会計処理方法

に比べ、営業利益及び経常利益は

9,633千円少なく、過年度分について

は特別損失に計上しているため、税引

前当期純損失は98,749千円多く計上さ

れております。 

なお、当該会計処理の変更を当下半期

に行ったのは、当上半期（平成19年4

月13日）に「租税特別措置法上の準備

金及び特別法上の引当金又は準備金並

びに役員退職慰労引当金等に関する監

査上の取扱い」（監査・保証実務委員

会報告第42号）が公表されたことを契

機に、役員退職慰労金支給規程を平成

19年10月26日の取締役会において再検

討した結果、より早く財務体質の健全

化を図るために上記委員会報告第42号

を早期適用することとしたからであり

ます。このため、当中間期は従来の方

法によっており、当中間期は変更後の

方法によった場合に比べ、営業利益及

び経常利益は4,816千円多く、税引前

中間純損失は93,933千円少なく計上さ

れております。

 



 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなって

おります。

同左

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税及び地方消費税の会計処理方法

 税抜方式

消費税及び地方消費税の会計処理方法

同左



会計処理の変更 

 
  

  

  

 

 

項目
前事業年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

１ 固定資産の減損に係る会

計基準

当事業年度より「固定資産の減損に係

る会計基準」（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年8月9

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第6号 平成15年10月31日）を

適用しております。 

これにより税引前当期純利益は、

11,045千円減少しております。

-

２ 貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準

当事業年度より「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第5号 平成17年12月9日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第8号 平成17年12

月9日）を適用しております。従来の

資本の部の合計に相当する金額は

8,448,300千円であります。

-

３ 役員賞与に関する会計基

準

当事業年度より、「役員賞与に関する

会計基準」（平成17年11月29日 企業

会計基準第4号）を適用しておりま

す。これによる損益にあたえる影響は

ありません。

-



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年11月30日)

当事業年度
(平成19年11月30日)

※１ 「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31日

公布法律第24号)に基づき、事業用土地の再評価

を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上

し、再評価額に係る税効果相当額については負債

の部に計上しております。

   再評価を行った年月日 平成12年11月30日

   再評価の方法     「土地の再評価に関する

法律施行令」(平成10年

３月31日公布政令第119

号)第２条第５号に定め

る「不動産鑑定士による

鑑定評価」によっており

ます。

    同法律第10条に定める再評価を行った事業用土

地の当事業年度末における時価の合計額は、当該

事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額を

163,082千円上回っております。

※１ 「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31日

公布法律第24号)に基づき、事業用土地の再評価

を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上

し、再評価額に係る税効果相当額については負債

の部に計上しております。

   再評価を行った年月日 平成12年11月30日

   再評価の方法     「土地の再評価に関する

法律施行令」(平成10年

３月31日公布政令第119

号)第２条第５号に定め

る「不動産鑑定士による

鑑定評価」によっており

ます。

（追加情報） 

事業用土地の評価差額については、平成17年11月

期に回収可能性のないものと判断した評価差額に

係る繰延税金資産は取崩しましたが、「投資事業

組合への出資及び土地再評価差額金に係る繰延税

金に関する留意事項について」（日本公認会計士

協会 リサーチセンター審理情報[NO.23]）によ

り、個別の土地ごとに検討する取扱いが明確化さ

れたため、当事業年度に具体的な売却予定のない

事業用土地を個別に検討した結果、当該土地の再

評価差額に係る繰延税金資産は回収可能性がない

ものと判断し、追加して取崩すこととしました。 

この結果、貸借対照表の純資産の部の「土地再評

価差額金」が174,401千円減少し、固定負債の

「再評価に係る繰延税金負債」が同額増加してお

ります。 

なお、これによる損益への影響はありません。



(損益計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

 (変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加3,144株 

  

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

※１ 人件費には、未払従業員賞与が124,600千円含ま

れております。

※１ 人件費には、未払従業員賞与が125,300千円含ま

れております。

※２ 有価証券利息25千円は、金額が僅少なため、「そ

の他」に含めて表示しております。

※２ 有価証券利息25千円は、金額が僅少なため、「そ

の他」に含めて表示しております。

※３                  - ※３ 固定資産売却益の内訳 

  車両運搬具                  530千円

 

※４ 固定資産除却損の内訳

建物附属設備 24,680千円

器具及び備品 4,208

合計 28,889

※４ 固定資産除却損の内訳

建物附属設備 36,892千円

器具及び備品 1,612

合計 38,505

 

※５ 減損損失

 （１）減損損失を認識した資産の概要

用途 場所 種類 金額

遊休資産 横浜市西区元久保町 土地 11,045千円

 （２）減損損失を認識に至った経緯

  今後の事業計画のない遊休資産について、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、その減少額を減損損失

として特別損失に計上しております。なお、遊休資

産の回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、不動産鑑定士の鑑定評価を基に算定しておりま

す。

※５              -

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 5,856,400 - - 5,856,400

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 25,113 3,144 - 28,257



３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

当事業年度(自 平成18年12月１日 至 平成19年11月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   

 (変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加5,869株 

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成18年2月27日 
定時株主総会

普通株式 29,156 5 平成17年11月30日 平成18年2月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年2月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 43,711 7.5 平成18年11月30日 平成19年2月27日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 5,856,400 - - 5,856,400

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 28,257 5,869 - 34,126

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成19年2月26日 
定時株主総会

普通株式 43,711 7.5 平成18年11月30日 平成19年2月27日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年2月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 29,111 5 平成19年11月30日 平成20年2月29日



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成18年11月30日)

現金及び預金勘定 538,276千円

現金及び現金同等物 538,276

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成19年11月30日)

現金及び預金勘定 693,930千円

現金及び現金同等物 693,930

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

器具及び備品

取得価額相当額 37,256千円

減価償却累計額相当額 25,781

期末残高相当額 11,474
 

器具及び備品

取得価額相当額 27,480千円

減価償却累計額相当額 20,390

期末残高相当額 7,089

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しています。

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しています。

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5,146千円

１年超 6,328

合計 11,474

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 2,983千円

１年超 4,106

合計 7,089

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子込み法」により算定

しています。

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子込み法」により算定

しています。

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 6,940千円

減価償却費相当額 6,940

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 5,431千円

減価償却費相当額 5,431

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年11月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券の株式で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 

   その他有価証券 

    非上場株式                       82,498千円 

  

４ 売却したその他有価証券 

   売却額                       188,740千円 

   売却益の合計                     73,992千円 

  

５ 満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

   1年超5年以内                     9,959千円 

  

種類
貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(千円)

貸借対照表日における
時価(千円)

差額(千円)

時価が貸借対照表 
計上額を超えないも
の

国債・地方債等 9,959 9,480 △479

合計 9,959 9,480 △479

取得原価(千円)
貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(千円)
差額(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超え
るもの

93,895 98,607 4,711

合計 93,895 98,607 4,711



当事業年度(平成19年11月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券の株式で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 

   その他有価証券 

    非上場株式                       83,170千円 

  

４ 満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

   1年以内                        9,984千円 

  

種類
貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(千円)

貸借対照表日における
時価(千円)

差額(千円)

時価が貸借対照表 
計上額を超えるもの

国債・地方債等 9,984 9,987 2

合計 9,984 9,987 2

取得原価(千円)
貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(千円)
差額(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超え
るもの

4,624 9,372 4,748

貸借対照表計上額が取得原価を超え
ないもの

89,271 87,339 △1,931

合計 93,895 96,712 2,816



(デリバティブ取引関係) 

１ デリバティブ取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

                         

 
（注）時価の算定方法 取引先金融機関から提示された時価等に基づき算定しております。 

  

前事業年度 
(自 平成17年12月１日 
 至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日 
 至 平成19年11月30日)

１ 取引の内容及び利用目的等 
 当社は、財務構造から生じる金利変動リスクを軽減す
るため、変動金利の借入金を固定金利に換える金利スワ
ップを行っています。

１ 取引の内容及び利用目的等
          同左

２ 取引に対する取組方針 
 金利スワップ取引は借入金の変動金利を固定金利に変
換する目的のみで利用しており、投機目的の取引及びレ
バレッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方針で
あります。

２ 取引に対する取組方針
          同左 
      

３ 取引に係るリスクの内容 
 金利スワップにおいては市場金利の変動によるリスク
を有しています。 
 デリバティブ取引の契約先は信用度の高い国内の金融
機関であり、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リ
スクはほとんどないと判断しています。

３ 取引に係るリスクの内容
          同左

４ 取引に係るリスク管理体制 
 デリバティブ取引の実行及び管理は経理部が集中して
行っており、残高状況、評価損益状況を常に把握し、随
時経理担当役員に報告される。また取引の種類を限定
し、契約額の総額に上限を設けることによりリスク管理
を行っています。

４ 取引に係るリスク管理体制
          同左

５ その他 
 「取引の時価等に関する事項」における契約額等は、
この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を
示すものではありません。

５ その他
          同左 
 

対象物の
種類

取引の種類

前事業年度 当事業年度

（平成18年11月30日現在） （平成19年11月30日現在）

契約額等(千円) 時価(千円) 評価損益(千円) 契約額等(千円) 時価(千円) 評価損益(千円)

金利
スワップ 
取引

120,000 △433 △433 60,000 △66 △66

計 120,000 △433 △433 60,000 △66 △66



(退職給付関係) 

  

 
  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

１ 採用している退職給付制度の概要

 当社は、退職給付制度として、退職一時金制度を

採用しております。

 なお、退職給付債務の算定は簡便法(期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法)によってお

ります。

１ 採用している退職給付制度の概要

 当社は、退職給付制度として、退職一時金制度を

採用しております。

 なお、退職給付債務の算定は簡便法(期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法)によってお

ります。

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年11月30日)

(1) 退職給付債務 △1,114,187千円

(2) 会計基準変更時差異の
  未処理額

533,681

(3) 退職給付引当金(1)+(2) △580,506

２ 退職給付債務に関する事項(平成19年11月30日)

(1) 退職給付債務 △1,047,409千円

(2) 会計基準変更時差異の
 未処理額

474,383

(3) 退職給付引当金(1)+(2) △573,025

３ 退職給付費用に関する事項(自平成17年12月１日

至平成18年11月30日)

(1) 勤務費用 81,697千円

(2) 会計基準変更時差異の
費用処理額

59,297

  退職給付費用 140,995

３ 退職給付費用に関する事項(自平成18年12月１日

至平成19年11月30日)

(1) 勤務費用 61,549千円

(2) 会計基準変更時差異の
費用処理額

59,297

 退職給付費用 120,847

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

   会計基準変更時差異の処理年数

    15年による按分額を費用処理しております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

   会計基準変更時差異の処理年数

    15年による按分額を費用処理しております。



(税効果会計関係) 

  

 
  

(持分法損益等) 

前事業年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

当事業年度(自 平成18年12月１日 至 平成19年11月30日) 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
(平成18年11月30日)

当事業年度
(平成19年11月30日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 235,685千円

未払事業所税 6,414

未払賞与 7,717

未払事業税 6,241

減損損失 4,484

   金利スワップ評価損 176

繰延税金資産小計 260,719

   評価性引当額 △ 4,484

繰延税金資産合計 256,235

繰延税金負債

買換資産圧縮積立金 △530,273千円

その他有価証券評価差額金 △1,912

繰延税金負債合計 △532,186

繰延税金負債の純額 △275,951

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 232,648千円

未払事業所税 6,451

未払賞与 8,947

未払事業税 7,100

減損損失 4,484

  金利スワップ評価損 26

役員退職慰労引当金 40,092

繰延税金資産小計 299,751

  評価性引当額 △ 44,576

繰延税金資産合計 255,174

繰延税金負債

買換資産圧縮積立金 △510,348千円

その他有価証券評価差額金 △1,143

繰延税金負債合計 △511,491

繰延税金負債の純額 △256,316

   なお、この他に再評価に係る繰延税金負債が

494,302千円あります。

   上記の他、「再評価に係る繰延税金負債」として

計上している土地の再評価に係る繰延税金資産及

び繰延税金負債の内訳は以下のとおりです。 

再評価に係る繰延税金資産 

再評価に係る繰延税金資産    222,095千円 

評価性引当額         △222,095千円 

 再評価に係る繰延税金資産合計     -千円 

再評価に係る繰延税金負債 

再評価に係る繰延税金負債   △668,704千円 

 再評価に係る繰延税金負債の純額△668,704千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率              40.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.1％

住民税均等割 6.5％

減損損失 7.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 59.9％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失のため
   記載しておりません。



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 事務所及び駐車場の賃貸については、グランドアネックス水町他テナントと同一条件であります。 

２ 消費税及び地方消費税は、取引金額には含まず、期末残高には含んで表示しております。 

３ 当社代表取締役 原範行及びその近親者が議決権の80％を直接保有しております。 

  

当事業年度(自 平成18年12月１日 至 平成19年11月30日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 事務所及び駐車場の賃貸については、グランドアネックス水町他テナントと同一条件であります。 

２ 消費税及び地方消費税は、取引金額には含まず、期末残高には含んで表示しております。 

３ 当社代表取締役 原範行及びその近親者が議決権の80％を直接保有しております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

原地所㈱
横浜市 
中区

95,000 不動産業
被所有

0.00
兼任

２人

事務所及
び駐車場
の賃貸

保証金の
受入

-
営業預り
保証金

6,807

事務所賃貸 9,985 前受金 873

駐車場賃貸 840 前受金 73

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

原地所㈱
横浜市 
中区

95,000 不動産業
被所有

0.00
兼任

２人

事務所及
び駐車場
の賃貸

保証金の
受入

-
営業預り
保証金

6,807

事務所賃貸 9,985 前受金 873

駐車場賃貸 840 前受金 73



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

１株当たり純資産額 1,449.57円 １株当たり純資産額 1,398.26円

１株当たり当期純利益 4.01円 １株当たり当期純損失 14.40円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

（追加情報） 

 当事業年度から、改正後の「1株当たり当期純利益に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 最終改正 平

成18年1月31日 企業会計基準第2号）及び「1株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 最終改正 平成18年1月31日 企業会計基準

適用指針第4号）を適用しております。 

 これによる影響はありません。 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 貸借対照表の純資産の部の合計額  8,448,300千円 

 普通株式に係る純資産額      8,448,300千円 

 普通株式の発行済株式数       5,856,400株 

 普通株式の自己株式数         28,257株 

 １株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 

                   5,828,143株

算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 貸借対照表の純資産の部の合計額  8,141,042千円 

 普通株式に係る純資産額      8,141,042千円 

 普通株式の発行済株式数       5,856,400株 

 普通株式の自己株式数         34,126株 

 １株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 

                   5,822,274株 

 

２ １株当たり当期純利益 

 損益計算書上の当期純利益       23,386千円 

 普通株式に係る当期純利益       23,386千円 

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

  該当事項はありません。 

 普通株式の期中平均株式数      5,829,618株 

 

 
 

 

２ １株当たり当期純損失

損益計算書上の当期純損失 83,897千円

普通株式に係る当期純損失 83,897千円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

  該当事項はありません。            

普通株式の期中平均株式数 5,825,213株



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 

  

【債券】 

  

 
(注) 固定資産に属する債券は、貸借対照表上では差入保証金として、投資その他の資産の「その他」に含めて表示

しております。 

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投資 
有価 
証券

その他 
有価 
証券

㈱横浜銀行 101,440 87,339

㈱横浜グランド 
インターコンチネ
ンタルホテル

16,000 53,170

㈱横浜国際平和 
会議所

500 11,049

㈱神奈川銀行 3,000 10,680

全日本空輸㈱ 17,687 7,640

㈱産業貿易センタ
ー

345 3,675

㈱横浜スタジアム 5,000 2,500

㈱テレビ神奈川 4,000 2,000

㈱商船三井 1,049 1,731

横浜関内駅前ビル
㈱

 193   96

計 149,214 179,883

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

差入
保証
金

満期保
有目的
の債券

第29回利付国庫 
債券

10,000 9,984

計 10,000 9,984



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注)  当期増加額のうち主なものは下記のとおりであります。 

          建物（厨房改修第3,4期工事）                    94,738千円  

      建物附属設備（厨房改修第3,4期工事・中央監視室設備更新他）     122,600千円  

         器具及び備品（本館ロビー改修工事他）               258,321千円  

  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末 
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 9,022,720 94,738 - 9,117,458 2,630,119 172,697 6,487,339

 建物附属設備 4,371,963 122,600 54,357 4,440,206 3,482,162 100,450 958,044

 構築物 146,814 - - 146,814 104,111 3,732 42,702

 機械及び装置 214,379 - - 214,379 143,300 7,101 71,079

 車両運搬具 7,443 6,964 3,813 10,594 3,825 1,072 6,769

 器具及び備品 1,321,237 258,321 23,163 1,556,395 1,097,060 74,151 459,334

 土地 2,979,559 - - 2,979,559 - - 2,979,559

有形固定資産計 18,064,119 482,624 81,334 18,465,408 7,460,579 359,205 11,004,828

無形固定資産

 借地権 42,961 - - 42,961 - - 42,961

 ソフトウェア 14,196 3,120 - 17,316 11,606 2,605 5,709

 その他 5,382 7,815 2,100 11,097 - - 11,097

無形固定資産計 62,540 10,935 - 71,375 11,606 2,605 59,768

長期前払費用 6,137 - 1,193 4,944 4,944 2,045 -

繰延資産

 社債発行費 - 2,400 - 2,400 600 600 1,800

繰延資産計 - 2,400 - 2,400 600 600 1,800



【社債明細表】 

  

 
(注) 「当期末残高」欄の｛ ｝書きは、内書きで1年以内に償還が予定されている金額であります。 

  

貸借対照表日後５年内における1年ごとの償還予定額の総額 

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。 

  

 
  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額（その他）欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

銘柄 発行年月日
前期末残高 当期末残高 利率

担保 償還期限
（千円） （千円） （％）

（株）ホテル、ニューグランド
平成19年3月29日 -

252,000
1.07 無担保社債 平成22年3月

    第２回無担保社債 ｛96,000｝

１年以内 
(千円)

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

96,000 96,000 60,000 - -

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 550,000 550,000 1.515 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 117,500 177,000 1.911 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

110,000 99,500 1.745 平成22年

合計 777,500 826,500 ― ―

区分
１年超２年以内 

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内 

(千円)

長期借入金 67,000 32,500 - -

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 840 190 102 737 190

役員退職慰労引当金 - 98,749 - - 98,749



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(イ) 流動資産 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 売掛金 

(ａ)内訳 

  

 
  

売掛金の回収状況及び滞留状況は下記の通りであります。 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、この売掛金には純売上の他、消費税及び地方消費税を

含みます。 

  

種類 金額(千円)

現金 20,410

預金

 普通預金 42

当座預金 523,477

定期預金 150,000

預金計 673,519

合計 693,930

相手先別 金額(千円)

㈱ジェーシービー 32,386

㈱東京クレジットサービス 20,870

㈱ジェイティービー 10,995

東日本旅客鉄道㈱ 9,208

シティコープダイナースクラブジャパン㈱ 7,879

その他 179,899

合計 261,238

前期繰越高(千円) 
 

(Ａ)

当期発生額(千円)
 

(Ｂ)

当期回収額(千円)
 

(Ｃ)

期末残高(千円)
 

(Ｄ)
 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

227,604 5,742,291 5,708,657 261,238 95.6 15.5



   ③ 貯蔵品 

  

 
  

(ロ)流動負債 

買掛金 

  

 
食品、飲料、消耗品等の購入代金で毎月末締切で翌々月10日に支払をしています。 

  

(ハ)固定負債 

① 退職給付引当金 

  

 
  

② 再評価に係る繰延税金負債 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 金額(千円)

食料品 10,713

酒飲料品 22,746

雑品 24,903

計 58,363

相手先 金額(千円)

㈱ムサコレクション 48,224

㈱髙島屋 28,255

㈱フォトエクボ 26,328

㈱熊魚庵たん熊北店 21,509

㈱村上音楽事務所 20,442

その他 300,058

計 444,818

区分 金額(千円)

退職給付債務 1,047,409

会計基準変更時差異の未処理額 △474,383

計 573,025

区分 金額(千円)

再評価に係る繰延税金負債 668,704

計 668,704



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

事業年度 12月１日から11月30日まで

定時株主総会 ２月中

基準日 11月30日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、1,000株未満の株式についてその数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ５月31日、11月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

野村證券株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

野村證券株式会社 全国本支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
当社のホームページに掲載します。<http://www.hotel-newgrand.co.jp> 
ただし、やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は日本経済新
聞に掲載します。

株主に対する特典

毎年11月30日現在1,000株以上所有の株主に対し、「株主ご優待券」を、次の基準に
より発行する。

宿泊
① 宿泊50％割引優待券 ※休前日は30％割引
  1,000株以上・・5枚  5,000株以上・・10枚 10,000株以上・・20枚     
② タワーツイン1室\38,115（サービス料・税金込）を\15,000（サービス料・税金 
  込）とする平日宿泊優待券 ※土曜日・休前日ご利用及びアップグレードの場合 
  は規定の追加料金
  1,000株以上・・1枚  5,000株以上・・2枚  10,000株以上・・4枚     

レストラン
① 飲食10％割引優待券 ※割引限度額\30,000 ※テイクアウト商品も可
  1,000株以上・・3枚  5,000株以上・・6枚  10,000株以上・・12枚     
② 無料コーヒー券 ※1枚に付き1杯
  1,000株以上・・5枚  5,000株以上・・10枚   10,000株以上・・20枚     

婚礼
① 料飲5％割引優待券 
  1,000株以上・・1枚     
利用場所…ホテルニューグランド
有効期間…毎年３月１日から翌年２月末日まで



募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

  

第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第129期(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日)平成19年２月26日関東財務局長に

提出  

  

(2) 半期報告書 

事業年度 第130期中(自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日)平成19年７月30日関東財務局長

に提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年２月２６日

株式会社ホテル、ニューグランド 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ホテル、ニ

ューグランドの平成１７年１２月１日から平成１８年１１月３０日までの第１２９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ホテル、ニ

ューグランドの平成１８年１１月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準等を適用しているため、当該

会計基準等により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 昭 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 奥 津   勉 

      



独立監査人の監査報告書 

  

平成20年２月28日

株式会社ホテル、ニューグランド 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ホテル、ニューグランドの平成18年12月１日から平成19年11月30日までの第130

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ホテル、ニューグランドの平成19年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

重要な会計方針６ 引当金の計上基準に記載されているとおり、会社は、役員退職慰労金について、従

来、支出時の費用として処理していたが、当事業年度より内規に基づく期末要支給額を役員慰労引当金と

して計上する方法に変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  佐  藤  昭  雄

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鈴  木  義  則

（注）上記は、当社が、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が

別途保管しております。
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